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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第21期中 第22期中 第23期中 第21期 第22期

会計期間

自平成17年
11月１日
至平成18年
４月30日

自平成18年
11月１日
至平成19年
４月30日

自平成19年
11月１日
至平成20年
４月30日

自平成17年
11月１日
至平成18年

10月31日

自平成18年
11月１日
至平成19年

10月31日

売上高 （千円） － 48,109,345 47,747,242 90,076,004 95,173,415

経常利益 （千円） － 912,408 118,032 1,830,050 1,597,147

中間（当期）純利益 （千円） － 555,895 92,804 1,131,941 970,646

純資産額 （千円） － 12,360,245 12,460,828 12,458,874 12,691,478

総資産額 （千円） － 23,737,288 24,812,883 23,461,680 24,504,037

１株当たり純資産額 （円） － 1,504.78 1,540.64 1,490.30 1,562.39

１株当たり中間（当期）

純利益金額
（円） － 66.69 11.44 154.98 117.16

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － 52.1 50.2 53.1 51.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） － 873,460 476,068 1,506,347 1,717,425

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） － △995,130 △1,384,894 △1,915,541 △2,457,168

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） － △616,138 △288,879 8,336,944 △814,548

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
（千円） － 11,883,026 9,879,285 12,634,354 11,088,849

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（人）

－

(－)

331

(459)

546

(327)

268

(578)

371

(438)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第22期中間連結会計期間より半期報告書を作成しておりますので、第21期中の記載はしておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第21期中 第22期中 第23期中 第21期 第22期

会計期間

自平成17年
11月１日
至平成18年
４月30日

自平成18年
11月１日
至平成19年
４月30日

自平成19年
11月１日
至平成20年
４月30日

自平成17年
11月１日
至平成18年

10月31日

自平成18年
11月１日
至平成19年

10月31日

売上高 （千円） － 48,063,177 47,536,202 90,078,301 94,951,064

経常利益 （千円） － 812,630 11,057 1,615,269 1,405,389

中間(当期)純利益又は中間

(当期)純損失(△)
（千円） － 467,756 △1,764 927,121 800,545

資本金 （千円） － 64,000 64,000 64,000 64,000

発行済株式総数 （株） － 8,800,000 8,800,000 8,800,000 8,800,000

純資産額 （千円） － 11,577,464 11,452,748 11,725,845 11,711,843

総資産額 （千円） － 22,890,286 23,374,226 22,636,668 23,453,855

１株当たり純資産額 （円） － 1,409.48 1,416.0 1,402.61 1,441.79

1株当たり中間(当期)純利益

金額又は１株あたり中間

(当期)純損失金額(△)

（円） － 56.12 △0.22 126.93 96.62

潜在株式調整後１株当たり

中間(当期)純利益金額
（円） － － － － －

１株当たり配当額 （円） － － － 30 30

自己資本比率 （％） － 50.6 49.0 51.8 49.9

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（人）

－

(－)

153

(79)

214

(245)

130

(67)

167

(74)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第22期中間会計期間より半期報告書を作成しておりますので、第21期中の記載はしておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

EDINET提出書類

株式会社神戸物産(E02999)

半期報告書

 3/49



２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、リラクゼーション・ステイ事業に進出

いたしました。

　これは、「ヴィラ・スピカ」の名称にて、宿泊事業を行うものであり、現在のところ北海道、千葉県、大分県、長崎県の

４施設を、全て直営にて運営しております。施設内には、好調な「神戸クックワールドビュッフェ」を組み込むことに

より、今後さらに強化してまいります。

３【関係会社の状況】

　当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。

名称 住所 資本金 主要な事業の内容 議決権の所有割合 関係内容

（連結子会社）　

㈱プライムリード　 兵庫県姫路市　 9百万円　 食品卸売業　 100％　
役員の兼任１名

資金援助あり。　

（連結子会社）　

㈱オースターエッグ　 兵庫県姫路市 3百万円　 食品製造業 100％
役員の兼任１名

資金援助あり。

（連結子会社）　

㈱ターメルトフーズ　 山口県防府市 28百万円　 食品製造業 100％ 役員の兼任１名

（注）１．上記３社のうち「特定子会社」に該当するのは、㈱プライムリード及び㈱ターメルトフーズであります。

２．上記３社の他、非連結子会社が１社あります。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況                                                                  平成20年４月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

業務スーパー事業 401 （131）

神戸クック事業 16 （17）

リラクゼーション・ステイ事業 35 （167）

全社（共通） 94 （12）

合計 546 （327）

　（注）１．臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含みます。）は、当中間連結会計期間の平均人員

を（　）外数で記載しております。

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定の事業部門に区分できない管理部門に所属している

ものであります。

(2）提出会社の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年４月30日現在

従業員数（人） 　 214（245）

　（注）　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除きます。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社

からの派遣社員を含みます。）は、当中間会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

       当中間連結会計期間におけるわが国経済は、景気は緩やかな回復基調を維持してきましたが、原油をはじめとする

原材料価格の高騰、米国のサブプライムローン問題に端を発した金融市場の混乱や、急激な円高ドル安の進行、さら

に、相次ぐ食品偽装事件や中国製冷凍ギョーザの食中毒事件等の影響など環境の変化により、企業収益が弱含みとな

り、景気拡大の持続は微妙な段階に入りました。

 個人消費は、おおむね横ばいとなっているものの、消費者マインドは悪化しているとされており、依然として先行き

不透明のまま下振れリスクが高まってきております。

  このような状況のもと当社グループでは、お客様に信頼していただける商品の開発に全力を上げて取組んでおり

ます。神戸港に陸揚げされる全コンテナについての農薬検査を行うなど、品質保持体制の確立に努め、原材料の生産

から調達、製造、販売までを一貫して行う、いわゆるサプライ・チェーン・マネジメントにより高効率体制を可能と

しております。また、カンボジアプロジェクトをはじめ、中国以外での新商品の開発・輸入も着実に進展しておりま

す。

  業務スーパーの店舗数は、当中間連結会計期間末時点において、全国でＦＣ店舗478店舗、直営２店舗となってお

り、中国製冷凍ギョーザ事件により一時的に加盟店オーナー様の出店意欲が弱まりましましたが、徐々に業績ととも

に回復してきております。

  輸入仕入は原則として米ドル建てであるため、当中間連結会計期間の円高ドル安により営業利益にプラスの影響

があった反面、リラクゼーション・ステイ事業の施設稼動に伴う営業費用が新たに発生したため、当中間連結会計期

間の売上高は47,747百万円（前年同期比0.8％減）、営業利益は320百万円（同58.2％減）、経常利益は118百万円（同

87.1％減）、中間純利益は92百万円（同83.4％減）となりました。

　事業の種類別セグメントの営業の概況は、次のとおりであります。

　 ①業務スーパー事業

　業務スーパーの店舗数は当中間連結会計期間末において、全国でＦＣ店舗478店舗、直営２店舗となっており、中国

製冷凍ギョーザ事件により一時的に加盟店オーナー様の出店意欲が弱まりましたが、徐々に業績とともに回復して

きております。また、販売体制につきましては、各ＦＣ店舗への重点的なスーパーバイジングの強化や商品開発部門

との連携強化による新商品開発の徹底を図ってまいりました。

　一方、ＰＢ（プライベートブランド）商品の開発においては、「食の安全・安心」を基本コンセプトとし、品質保持

への意識を向上させ、更なるオリジナリティーの追求と、クオリティーの向上を目指してまいりました。また、商品開

発管理部門におけるグループ各工場の管理体制の徹底及び各協力工場の管理体制の強化を継続しております。

　この結果、業務スーパー事業の売上高は46,973百万円（前年同期比2.1％減）となりました。

　 ②リラクゼーション・ステイ事業

　リラクゼーション・ステイ事業につきましては、当中間連結会計期間より運営を開始しております。「ヴィラ・ス

ピカ」の名称にて、現在のところ北海道、千葉県、大分県、長崎県の４施設を、すべて直営にて運営しております。各施

設の中には好調な「神戸クックワールドビュッフェ」を組み込み、今後もさらに強化して参ります。

　また、３月30日に千葉県の「ヴィラ・スピカそとぼう」に日本初となる本格的スケートボードセクション「コンク

リートサーフ　ヴィラスピカ」をオープンさせ、海外の専門誌に掲載されるなど、国内外のスケーター・サーファー

の注目を大いに集めております。

　この結果、リラクゼーション・ステイ事業の売上高は289百万円となりました。

　③神戸クック事業

　神戸クックワールドビュッフェは、当中間連結会計期間に４店舗の増加（直轄エリア３店舗、地方エリア１店舗）

で計６店舗となり、順調に店舗数を伸ばしております。既存店については客数・売上ともに若干前年を下回ったもの

の、ディナータイムを強化するため、スペシャルディナー戦略として、積極的に新メニューの開発を行い集客力の向

上に努め、全店ベースでは好調に推移しております。

　この結果、神戸クック事業の売上高は483百万円（前年同期比237.3％増）と順調に推移しました。
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(2）キャッシュ・フロー

     当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前連結会計年度末より1,209百万円減

少し、当中間連結会計期間末には9,879百万円となりました。

　　 当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　  営業活動によるキャッシュ・フローは、476百万円の収入となりました。税金等調整前中間純利益が減少したことに

より、前中間連結会計期間に比べ、営業活動によるキャッシュ・フローは397百万円減少しました。

　　　投資活動によるキャッシュ・フローは、1,384百万円の支出となりました。これは、主に「ヴィラ・スピカ」の４施設の

有形固定資産の取得や、貸付による支出等であります。

　 　財務活動によるキャッシュ・フローは、288百万円の支出となりました。これは、自己株式の取得による支出と配当金

の支払によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】
(1）生産実績
　当中間連結会計期間における生産実績は、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当中間連結会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

金額（千円） 前年同期比（％）

業務スーパー事業 400,620 86.0

合計 400,620 86.0

　（注）１．金額は大連福来休有限公司及び神戸物産（安丘）有限公司における製造原価によっております。
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況
　当社グループは市場動向の予測に基づく見込生産を行っており、受注生産は行っておりません。

(3）商品仕入実績
　当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントごとの商品仕入実績は次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当中間連結会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

金額（千円） 前年同期比（％）

　
業務スーパーFC事業 43,360,558 97.7

業務スーパー直営小売事業 1,190,951 94.6

業務スーパー事業 44,551,510 97.7

リラクゼーション・ステイ事業 130,891 ―

神戸クック事業 349,778 321.3

合計 45,032,179 98.5

　（注）１．当中間連結会計期間における輸入実績は3,719,958千円であります。
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(4）販売実績
　当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントごとの販売実績は次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当中間連結会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

金額（千円） 前年同期比（％）

　
業務スーパーFC事業 45,581,009 98.1

業務スーパー直営小売事業 1,392,522 93.9

業務スーパー事業 46,973,532 97.9

リラクゼーション・ステイ事業 289,906 ―

神戸クック事業 483,803 337.3

合計 47,747,242 99.2

　（注）１．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対
する割合は、次のとおりであります。

相手先

前中間連結会計期間
（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

㈱サンセブン 9,406,987 19.5 9,592,153 20.1

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更はあり

ません。

４【経営上の重要な契約等】

　当連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。

　尚、平成20年６月13日付けで、ミホウジャパン株式会社と資本・業務提携に関する基本合意書を締結致しました。具

体的な内容については、現在協議中であります。

５【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間連結会計期間における、提出会社株式会社神戸物産の設備の新設は次のとおりであります。

事業所名 所在地
事業の種類別　　セ

グメントの名称
設備の内容

帳簿価格（百万円）
従業員数

（人）
建物及び

構築物

　　土地

(面積千㎡)

有形固定資産

「その他」
　合計

ヴィラ・スピカ

そとぼう

千葉県いすみ市

　

リラクゼーション・

ステイ事業　
宿泊施設　 149

154

(11)
13 316

8

(38)

ヴィラ・スピカ

くにさき
大分県国東市　

リラクゼーション・

ステイ事業　
宿泊施設　 248

75

(17)
34 358

6

(31)

ヴィラ・スピカ

しらおい
北海道白老郡　

リラクゼーション・

ステイ事業　
宿泊施設　 120

191

(20)
39 351

10

(46)

ヴィラ・スピカ

南島原

長崎県南島原市

　

リラクゼーション・

ステイ事業　
宿泊施設　 89

59

(12)
27 176

7

(52)

　（注）従業員数の（）は臨時従業員数であり、外書きしております。

２【設備の新設、除却等の計画】

　当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあり

ません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①　【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 32,000,000

計 32,000,000

②　【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行数(株)

（平成20年４月30日）
提出日現在発行数(株)
（平成20年７月30日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,800,000 8,800,000
大阪証券取引所
（市場第二部）

－

計 8,800,000 8,800,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　  該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

    該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成19年11月１日～
平成20年４月30日

－ 8,800,000 － 64,000 － －

（５）【大株主の状況】

　 平成20年４月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

沼田　昭二 兵庫県加古郡稲美町 4,702 53.44

株式会社神戸物産 兵庫県加古郡稲美町中一色883番地 711 8.09

沼田　峰子 兵庫県加古郡稲美町 400 4.55

沼田　真寿美 兵庫県加古郡稲美町 400 4.55

沼田　博和 兵庫県加古郡稲美町 400 4.55

松井味噌株式会社 兵庫県明石市大蔵天神町9-10 192 2.19

株式会社ミネラルソフト
兵庫県明石市藤江2029-1　明石市公設地方卸
売市場内

154 1.76

日本証券金融株式会社　　（業
務口）

東京都中央区日本橋茅場町1丁目2-10 134 1.53

松井　孝彦 兵庫県明石市 125 1.42

ＦＰ成長支援Ａ号投資事業有
限責任組合

東京都千代田区丸の内2丁目2-1　岸本ビルヂ
ング2階

118 1.34

計 － 7,339 83.42
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（６）【議決権の状況】

①　【発行済株式】
　 平成20年４月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式　 　711,900

－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 　8,087,700 80,877 －

単元未満株式                  400 － －

発行済株式総数            8,800,000　 － －

総株主の議決権 － 80,877 －

②　【自己株式等】
　 平成20年４月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社神戸物産
兵庫県加古郡稲美町
中一色883番地

711,900 － 711,900 8.09

計 － 711,900 － 711,900 8.09

２【株価の推移】
【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成19年11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月 ４月

最高（円） 1,800 1,731 1,700 1,470 1,194 1,130

最低（円） 1,731 1,660 1,500 1,161 907 1,060

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】
　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　　なお、前中間連結会計期間（平成18年11月１日から平成19年４月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（平成19年11月１日から平成20年４月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づいて作成しております。

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　なお、前中間会計期間（平成18年11月１日から平成19年４月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間（平成19年11月１日から平成20年４月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成

しております。

２．監査証明について

  　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年11月１日から平成19年４月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年11月１日から平成19年４月30日まで）の中間財務諸表

について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年11月１日か

ら平成20年４月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年11月１日から平成20年４月30日ま

で）の中間財務諸表について、監査法人トーマツによる中間監査を受けております。
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１【中間連結財務諸表等】

（１）【中間連結財務諸表】

①【中間連結貸借対照表】

　 　
前中間連結会計期間末
（平成19年４月30日）

当中間連結会計期間末
（平成20年４月30日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　          

Ⅰ　流動資産 　          

１．現金及び預金 　  12,099,776   10,100,235   11,242,249  

２．売掛金 　  4,521,044   4,511,016   4,023,619  

３．たな卸資産 　  2,834,358   2,829,812   2,947,345  

４．その他 　  290,671   401,585   354,162  

貸倒引当金 　  △16,383   △16,289   △9,932  

流動資産合計 　  19,729,465 83.1  17,826,359 71.8  18,557,444 75.7

Ⅱ　固定資産 　          

１．有形固定資産 ※１          

(1）建物及び構築物 　 ―   3,206,570   2,648,079   

(2）土地 　 1,379,187   1,889,323   1,379,187   

(3）その他 　 2,095,220 3,474,408  774,024 5,869,918  1,276,094 5,303,362  

２．無形固定資産 　          

　（1）のれん 　 ―   209,304   ―   

　（2）その他　 　 159,072 159,072  289,172 498,477  222,421 222,421  

３．投資その他の資産 　 376,794   751,327   427,804   

  貸倒引当金 　 △2,453 374,341  △133,199 618,128  △6,995 420,809  

固定資産合計 　  4,007,822 16.9  6,986,523 28.2  5,946,592 24.3

資産合計 　  23,737,288 100.0  24,812,883 100.0  24,504,037 100.0

　 　          

（負債の部） 　          

Ⅰ　流動負債 　          

１．買掛金 　  7,725,478   8,245,089   7,524,491  

２．短期借入金 　  ―   23,474   ―  

３．賞与引当金 　  8,474   12,395   28,144  

４．その他 　  615,874   688,300   1,034,543  

流動負債合計 　  8,349,826 35.2  8,969,259 36.2  8,587,179 35.0

Ⅱ　固定負債 　          

１．長期借入金 　  ―   147,757   ―  

２．退職給付引当金 　  37,100   39,260   36,600  

３．負ののれん 　  ―   73,018   ―  

４．預り保証金 　  2,956,350   3,060,300   3,130,000  

５．その他 　  33,765   62,459   58,778  

固定負債合計 　  3,027,215 12.7  3,382,795 13.6  3,225,378 13.2

負債合計 　  11,377,042 47.9  12,352,054 49.8  11,812,558 48.2
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前中間連結会計期間末
（平成19年４月30日）

当中間連結会計期間末
（平成20年４月30日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部） 　          

Ⅰ　株主資本 　          

１．資本金 　  64,000 0.2  64,000 0.3  64,000 0.3

２．資本剰余金 　  8,302,549 35.0  8,323,714 33.5  8,323,714 34.0

３．利益剰余金 　  4,310,441 18.2  4,574,302 18.4  4,725,191 19.3

４．自己株式 　  △400,538 △1.7  △644,134 △2.6  △598,948 △2.5

株主資本合計 　  12,276,452 51.7  12,317,882 49.6  12,513,957 51.1

Ⅱ　評価・換算差額等 　          

１．その他有価証券評価
差額金

　  ― ―  31,548 0.1  ― ―

２．為替換算調整勘定 　  83,793 0.4  111,397 0.5  177,521 0.7

評価・換算差額等合計 　  83,793 0.4  142,945 0.6  177,521 0.7

純資産合計 　  12,360,245 52.1  12,460,828 50.2  12,691,478 51.8

負債純資産合計 　  23,737,288 100.0  24,812,883 100.0  24,504,037 100.0
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②【中間連結損益計算書】

　 　
前中間連結会計期間

（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  48,109,345 100.0  47,747,242 100.0  95,173,415 100.0

Ⅱ　売上原価 　  46,190,497 96.0  45,149,710 94.6  91,304,459 95.9

売上総利益 　  1,918,848 4.0  2,597,531 5.4  3,868,956 4.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  1,151,207 2.4  2,276,601 4.7  2,335,433 2.5

営業利益 　  767,640 1.6  320,929 0.7  1,533,522 1.6

Ⅳ　営業外収益 　          

１．受取利息 　 12,091   16,454   27,155   

２．賃貸収入 　 22,969   24,756   48,211   

３．為替差益 　 40,942   ―   31,915   

４．デリバティブ評価益 　 77,885   ―   ―   

５．補助金収入 　 ―   12,000   ―   

６．その他 　 10,542 164,432 0.3 11,521 64,732 0.1 19,756 127,039 0.1

Ⅴ　営業外費用 　          

１．賃貸収入原価 　 14,827   16,919   31,750   

２．自己株式取得費用 　 3,388   ―   ―   

３. 為替差損 　 ―   99,290   ―   

４．デリバティブ評価損 　 ―   149,877   25,005   

５．その他 　 1,447 19,663 0.0 1,541 267,630 0.6 6,657 63,414 0.0

経常利益 　  912,408 1.9  118,032 0.2  1,597,147 1.7

Ⅵ　特別利益 　          

　１．固定資産売却益　
※２
　

―   ―   551   

　２．貸倒引当金戻入益 　 ― ― ― 1,751 1,751 0.0 218 770 0.0

Ⅶ　特別損失 　          

１．固定資産除却損 ※３ 3,845 3,845 0.0 5,175 5,175 0.0 14,921 14,921 0.0

税金等調整前中間
(当期)純利益

　  908,563 1.9  114,608 0.2  1,582,996 1.7

法人税、住民税及び
事業税

※４ 356,311   25,402   629,972   

法人税等調整額 ※４ △3,643 352,667 0.7 △3,599 21,803 0.0 △17,622 612,350 0.7

中間(当期)純利益 　  555,895 1.2  92,804 0.2  970,646 1.0
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③【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間（自　平成18年11月１日　至　平成19年４月30日）

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年10月31日　残高（千円） 64,000 8,302,549 4,005,345 △35,200 12,336,694

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当 － － △250,800 － △250,800

中間純利益 － － 555,895 － 555,895

自己株式の取得 － － － △365,338 △365,338

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

－ － － － －

中間連結会計期間中の変動額合計
（千円）

－ － 305,095 △365,338 △60,242

平成19年４月30日　残高（千円） 64,000 8,302,549 4,310,441 △400,538 12,276,452

　

評価・換算差額等

純資産合計
為替換算調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年10月31日　残高（千円） 122,179 122,179 12,458,874

中間連結会計期間中の変動額    

剰余金の配当 － － △250,800

中間純利益 － － 555,895

自己株式の取得 － － △365,338

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

△38,385 △38,385 △38,385

中間連結会計期間中の変動額合計
（千円）

△38,385 △38,385 △98,628

平成19年４月30日　残高（千円） 83,793 83,793 12,360,245

当中間連結会計期間（自　平成19年11月１日　至　平成20年４月30日）

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年10月31日　残高（千円） 64,000 8,323,714 4,725,191 △598,948 12,513,957

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当 － － △243,693 － △243,693

中間純利益 － － 92,804 － 92,804

自己株式の取得 － － － △45,186 △45,186

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

－ － － － －

中間連結会計期間中の変動額合計
(千円) － － △150,888 △45,186 △196,074

平成20年４月30日　残高（千円） 64,000 8,323,714 4,574,302 △644,134 12,317,882

　

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘定
評価・換算
差額等合計

平成19年10月31日　残高（千円） － 177,521 177,521 12,691,478
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評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘定
評価・換算
差額等合計

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当 － － － △243,693

中間純利益 － － － 92,804

自己株式の取得 － － － △45,186

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

31,548 △66,124 △34,575 △34,575

中間連結会計期間中の変動額合計
(千円)

31,548 △66,124 △34,575 △230,650

平成20年４月30日　残高（千円） 31,548 111,397 142,945 12,460,828

前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日）

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年10月31日　残高（千円） 64,000 8,302,549 4,005,345 △35,200 12,336,694

連結会計年度中の変動額      

債務免除益の資本剰余金組入(注)
（千円） ― 21,164 ― ― 21,164

剰余金の配当（千円） ― ― △250,800 ― △250,800

当期純利益（千円） ― ― 970,646 ― 970,646

自己株式の取得（千円） ― ― ― △563,748 △563,748

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）(千円) ― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計(千円) ― 21,164 719,846 △563,748 177,262

平成19年10月31日　残高（千円） 64,000 8,323,714 4,725,191 △598,948 12,513,957

　

評価・換算差額等

純資産合計
為替換算調整勘定 評価・換算差額等

合計

平成18年10月31日　残高（千円） 122,179 122,179 12,458,874

連結会計年度中の変動額    

債務免除益の資本剰余金組入(注)
（千円） ― ― 21,164

剰余金の配当（千円） ― ― △250,800

当期純利益（千円） ― ― 970,646

自己株式の取得（千円） ― ― △563,748

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）(千円)

55,341 55,341 55,341

連結会計年度中の変動額合計(千円) 55,341 55,341 232,604

平成19年10月31日　残高（千円） 177,521 177,521 12,691,478

　

　（注）連結子会社である大連福来休食品有限公司における債務免除益であり、当該国の会計基準に基づいて計上したも

のであります。

EDINET提出書類

株式会社神戸物産(E02999)

半期報告書

17/49



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前中間連結会計期間

（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間連結会計期間 

（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前連結会計年度の要約
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　    

税金等調整前中間(当期)純利益 　 908,563 114,568 1,582,996

減価償却費 　 103,955 254,791 240,721

のれん償却額 　 2,446 － 2,446

貸倒引当金の増減額(減少:△) 　 2,915 131,389 1,005

賞与引当金の増減額(減少:△) 　 △14,866 △15,749 4,804

退職給付引当金の増減額(減少:△) 　 3,800 2,400 3,300

受取利息及び受取配当金 　 △12,091 △16,454 △27,155

デリバティブ評価益 　 △77,885 － －

デリバティブ評価損 　 － 149,877 25,005

有形固定資産売却益 　 － － △551

有形固定資産除却損 　 3,845 5,175 14,921

売上債権の増減額(増加:△) 　 △317,711 △686,591 176,996

たな卸資産の増減額(増加:△) 　 104,564 150,186 △231

その他流動資産の増減額(増加:△) 　 87,215 △131,056 △16,326

仕入債務の増減額(減少:△) 　 229,098 574,775 41,849

その他流動負債の増減額(減少:△) 　 18,319 196,559 △6,871

預り保証金の増減額(減少:△) 　 120,000 20,300 293,650

その他 　 △5,460 8,612 △18,714

小計 　 1,156,706 758,784 2,317,847

利息及び配当金の受取額 　 12,091 16,454 27,155

法人税等の支払額 　 △295,338 △299,169 △627,577

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 873,460 476,068 1,717,425
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前中間連結会計期間

（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間連結会計期間 

（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前連結会計年度の要約
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　    

定期預金の預入による支出 　 △151,100 △226,800 △153,200

定期預金の払出による収入 　 151,100 － 153,200

有形固定資産の取得による支出 　 △857,831 △1,086,258 △2,277,016

有形固定資産の売却による収入 　 481 － 1,281

無形固定資産の取得による支出 　 △30,578 △89,253 △104,800

投資有価証券の取得による支出 　 － △103,757 －

連結範囲の変更に伴う子会社株式の

取得による収入
　 － 392,769 －

貸付けによる支出 　 △120,000 △300,000 △120,000

貸付金の回収による収入 　 12,797 38,404 43,367

その他 　 － △10,000 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △995,130 △1,384,894 △2,457,168

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　    

自己株式の取得による支出 　 △365,338 △45,186 △563,748

配当金の支払額 　 △250,800 △243,693 △250,800

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △616,138 △288,879 △814,548

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 △13,589 △11,858 8,716

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 　 △751,398 △1,209,564 △1,545,575

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 12,634,354 11,088,849 12,634,354

Ⅶ　連結範囲変更に伴う期首残高増加額 　 70 － 70

Ⅷ　現金及び現金同等物の中間期末

 (期末)残高
※１ 11,883,026 9,879,285 11,088,849
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数　　　４社

連結子会社の名称

神戸物産(香港)有限公司

大連福来休食品有限公司

神戸物産(安丘)食品有限公司

㈲神戸物産フーズ

　前連結会計年度において非連結子

会社であった㈲神戸物産フーズは、

重要性が増したことにより、当中間

連結会計期間より連結の範囲に含め

ております。

イ.連結子会社の数　　　７社

　 連結子会社の名称

   神戸物産(香港)有限公司

　 大連福来休食品有限公司

   神戸物産(安丘)食品有限公司

   ㈲神戸物産フーズ

   ㈱プライムリード

   ㈱オースターエッグ

   ㈱ターメルトフーズ

上記のうち、㈱プライムリード、

㈱オースターエッグ、㈱ターメ

ルトフーズについては、株式取

得に伴い、当中間連結会計期間

より連結の範囲に含めておりま

すが、中間決算日に支配を獲得

したとみなし、中間貸借対照表

のみを連結しております。

ロ.非連結子会社の数　１社

　非連結子会社の名称

　　㈱ベストリンケージ

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、小規模会社であ

り、合計の総資産、売上高、当中間純

損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等は、い

ずれも中間連結財務諸表に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、連結の範囲か

ら除外しております。

　 連結子会社の数　　　４社

連結子会社の名称

　神戸物産(香港)有限公司

　大連福来休食品有限公司

　神戸物産(安丘)食品有限公司

　   ㈲神戸物産フーズ

　前連結会計年度において非連結子

会社であった㈲神戸物産フーズは、

重要性が増したことにより、当連結

会計年度より連結の範囲に含めてお

ります。

２．持分法の適用に関する事

項

 該当事項はありません。  イ.持分法を適用した非連結子会社

または関連会社の数

　該当事項はありません。

ロ.持分法を適用しない非連結子会

社

　㈱ベストリンケージは、当中間純

損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等から

みて、持分法の対象から除いても中

間連結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重要性

がないため、持分法の適用範囲から

除外しております。

該当事項はありません。
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

 ３．連結子会社の中間決算

日(決算日)等に関する

事項

　連結子会社の神戸物産（香港）有

限公司の中間決算日は２月末日、大

連福来休食品有限公司、神戸物産

（安丘）食品有限公司の中間決算

日は６月30日、㈲神戸物産フーズの

中間決算日は連結中間決算日と一

致しております。

　中間連結財務諸表の作成に当たっ

て、神戸物産（香港）有限公司につ

いては、中間決算日現在の財務諸表

を使用しており、大連福来休食品有

限公司及び神戸物産（安丘）食品

有限公司については、２月末日現在

で実施した仮決算に基づく財務諸

表を使用しております。

　ただし、３月１日から中間連結決

算日４月30日までに発生した重要

な取引については、中間連結上必要

な調整を行っております。

　連結子会社の神戸物産（香港）有

限公司の中間決算日は２月末日、大

連福来休食品有限公司、神戸物産

（安丘）食品有限公司の中間決算

日は６月30日、㈱プライムリード、

㈱オースターエッグの中間決算日

は３月31日、㈱ターメルトフーズの

中間決算日は５月31日、㈲神戸物産

フーズの中間決算日は連結中間決

算日と一致しております。

　中間連結財務諸表の作成に当たっ

て、神戸物産（香港）有限公司、㈱

プライムリード、㈱オースターエッ

グについては中間決算日現在の財

務諸表を使用しており、大連福来休

食品有限公司及び神戸物産（安

丘）食品有限公司については２月

末日、㈱ターメルトフーズについて

は３月31日現在で実施した仮決算

に基づく財務諸表を使用しており

ます。

　ただし、中間連結決算日と上記の

中間決算日等との間に生じた重要

な取引については、中間連結上必要

な調整を行っております。

　連結子会社の神戸物産（香港）有

限公司の決算日は８月31日、大連福

来休食品有限公司、神戸物産（安

丘）食品有限公司の決算日は12月

31日、㈲神戸物産フーズの決算日は

連結決算日と一致しております。

　連結財務諸表の作成に当たって、

神戸物産（香港）有限公司につい

ては、決算日現在の財務諸表を使用

しており、大連福来休食品有限公司

及び神戸物産（安丘）食品有限公

司については、８月31日現在で実施

した仮決算に基づく財務諸表を使

用しております。

　ただし、９月１日から連結決算日

10月31日までに発生した重要な取

引については、連結上必要な調整を

行っております。

４．会計処理基準に関する事

項

　 　 　

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

イ　　　　―――――― イ　有価証券

その他有価証券

　時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法を採用しております。な

お、評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定しております。

　時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用

しております。

イ　　　　――――――

 ロ　デリバティブ

時価法によっております。

ロ　デリバティブ

同左

ロ　デリバティブ

同左

 ハ　たな卸資産

(イ)商品

 　個別法による原価法によって

おります。

ハ　たな卸資産

(イ)商品

同左

ハ　たな卸資産

(イ)商品

同左

　 (ロ)直営店舗の商品

 　売価還元法による原価法に

よっております。

(ロ)直営店舗の商品

同左

(ロ)直営店舗の商品

同左

　 (ハ)製品・原材料

 　総平均法による原価法によっ

ております。

(ハ)製品・原材料

同左

(ハ)製品・原材料

同左
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

イ　有形固定資産

　当社は定率法、在外連結子会社は

定額法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（附属設備を除く）

については定額法によっておりま

す。なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

建物 10年～39年
器具備品 ４年～20年

イ　有形固定資産

　当社及び国内連結子会社は主と

して定率法（平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設備

を除く）については定額法）、在

外連結子会社は定額法によって

おります。

　なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

建物 10年～39年
器具備品 ３年～20年

イ　有形固定資産

　当社は定率法、在外連結子会社は

定額法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（附属設備を除く）

については定額法によっておりま

す。なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

建物 10年～39年
器具備品 ３年～20年

　  (会計方針の変更）

  当中間連結会計期間から、法人

税法改正に伴い平成19年４月１日

以降に取得したものについては、

改正後の法人税法に規定する償却

方法により減価償却費を計上して

おります。

　これによる損益に与える影響は

軽微であります。

 ―――――  (会計方針の変更）

  当連結会計年度から、法人税法

改正に伴い平成19年４月１日以降

に取得した有形固定資産について

は、改正後の法人税法に規定する

償却方法により減価償却費を計上

しております。

　これによる損益に与える影響は

軽微であります。

　  ――――― （追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した有形固定

資産については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の適用により

取得価額の5％に到達した連結会

計年度の翌連結会計年度から、取

得価額の5％相当額と備忘価額と

の差額を5年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上して

おります。これによる損益に与え

る影響は軽微であります。

 ―――――

　 ロ　無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、ソフトウェア（自社利用）

については、社内における見込利

用可能期間（５年）による定額法

によっております。

ロ　無形固定資産

同左

ロ　無形固定資産

同左

(3）重要な引当金の計上基

準

イ　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、回収不能見込額を

計上しています。

イ　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を勘案し回収不能見込額を計

上しています。

イ　貸倒引当金

同左

　 ロ　賞与引当金

　当社は、従業員に対する賞与の支

給に備えるため、支給見込額のう

ち当中間連結会計期間の負担額を

計上しております。

ロ　賞与引当金

同左

ロ　賞与引当金

　当社は、従業員に対する賞与の支

給に備えるため、支給見込額のう

ち当期の負担額を計上しておりま

す。

　 ハ　退職給付引当金

　当社は、従業員に対する退職給付

に備えるため、当中間連結会計期

間末における退職給付債務を計上

しております。

　なお、退職給付引当金の対象従業

員が300名未満であるため、簡便法

によっており、退職給付債務の金

額は当中間連結会計期間末自己都

合要支給額としております。

ハ　退職給付引当金

同左

ハ　退職給付引当金

　当社は、従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務を計上しておりま

す。

　なお、退職給付引当金の対象従業

員が300名未満であるため、簡便法

によっており、退職給付債務の金

額は当連結会計年度末自己都合要

支給額としております。
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、中間連結決

算日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社の資産

及び負債は仮決算日の直物相場によ

り円貨に換算し、収益及び費用は期

中平均相場により円貨に換算し、換

算差額は純資産の部における為替換

算調整勘定に含めて計上しておりま

す。

同左 　外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社の資産及

び負債は仮決算日の直物相場により

円貨に換算し、収益及び費用は期中

平均相場により円貨に換算し、換算

差額は純資産の部における為替換算

調整勘定に含めて計上しておりま

す。

(5）重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 同左

(6）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資からなっ

ております。

同左 同左

表示方法の変更

前中間連結会計期間
（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

――――――― （中間連結貸借対照表）

　「建物及び構築物」は前中間連結会計期間末は、有形固定資産の「そ

の他」に含めて表示しておりましたが、当中間連結会計期間末において

資産の総額の100分の5を超えたため区分掲記しました。

　なお、前中間連結会計期間末の「建物及び構築物」の金額は1,130,898

千円であります。 

(中間連結損益計算書）

　前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「自己株式取得費

用」（当中間連結会計期間は455千円）は、営業外費用の総額の100分

の10以下となったため、営業外費用の「その他」に含めて表示するこ

とにしました。
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末
（平成19年４月30日）

当中間連結会計期間末
（平成20年４月30日）

前連結会計年度末
（平成19年10月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額

　 890,047千円 　 　1,472,248千円 　 999,419千円

２．当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行４行と当座貸越契約及び貸

出コミットメント契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当中間連結会計期

間末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。

２．当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行９行と当座貸越契約及び貸

出コミットメント契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当中間連結会計期

間末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。

２．当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行７行と当座貸越契約及び貸

出コミットメント契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当連結会計年度末

の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。

当座貸越極度額及び

貸出コミットメント

の総額

5,500,000千円

借入実行残高  －    

差引額 5,500,000千円

当座貸越極度額及び

貸出コミットメント

の総額

18,000,000千円

借入実行残高 －  　

差引額 18,000,000千円

当座貸越極度額及び

貸出コミットメント

の総額

13,500,000千円

借入実行残高 －  　

差引額 13,500,000千円

（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目

及び金額は次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目

及び金額は次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目

及び金額は次のとおりであります。

運賃 252,861千円

販売促進費 181,732千円

貸倒引当金繰入額 1,843千円

賃金給料及び諸手当 364,197千円

賞与引当金繰入額 8,474千円

退職給付費用 3,800千円

運賃 322,298千円

貸倒引当金繰入額 136,667千円

賃金給料及び諸手当 577,555千円

賞与引当金繰入額 12,395千円

退職給付費用 4,800千円

運賃 491,700千円

販売促進費 367,207千円

貸倒引当金繰入額 458千円

賃金給料及び諸手当 737,239千円

賞与引当金繰入額 28,144千円

退職給付費用 6,900千円

※２ 　　　    ―――――― ※２ 　　　    ―――――― ※２　固定資産売却益の内訳は次のとおりであ

ります。

  有形固定資産「その他」 551千円

※３　固定資産除却損の内訳は次のとおりであ

ります。

※３　固定資産除却損の内訳は次のとおりであ

ります。

※３　固定資産除却損の内訳は次のとおりであ

ります。

有形固定資産「その他」 3,845千円 有形固定資産「その他」 　5,175千円 有形固定資産「その他」 14,921千円

※４　当中間連結会計期間に係る納付税額及び

法人税等調整額は、当期に予定している特

別償却準備金の取崩を前提として、当中間

連結会計期間に係る金額を計算していま

す。

※４　　　　　　　同左 ※４　 　　    ――――――
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間（自平成18年11月１日　至平成19年４月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末
株式数(株)

当中間連結会計期
間増加株式数(株)

当中間連結会計期
間減少株式数(株)

当中間連結会計期
間末株式数(株)

発行済株式     

普通株式 8,800,000 － － 8,800,000

合計 8,800,000 － － 8,800,000

自己株式     

普通株式 440,000 146,000 － 586,000

合計 440,000 146,000 － 586,000

 （注）普通株式の自己株式の増加146,000株は、会社法第165条第２項の規定に基づく市場買付によるものであります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年1月26日

定時株主総会
普通株式 250,800 30 平成18年10月31日 平成19年1月29日

当中間連結会計期間（自平成19年11月１日　至平成20年４月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末
株式数(株)

当中間連結会計期
間増加株式数(株)

当中間連結会計期
間減少株式数(株)

当中間連結会計期
間末株式数（株）

発行済株式     

普通株式 8,800,000 － － 8,800,000

合計 8,800,000 － － 8,800,000

自己株式     

普通株式 676,900 35,000 － 711,900

合計 676,900 35,000 － 711,900

 （注）普通株式の自己株式の増加35,000株は、会社法第165条第２項の規定に基づく市場買付によるものであります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年1月30日

定時株主総会
普通株式 243,693 30 平成19年10月31日 平成20年1月31日

前連結会計年度（自平成18年11月１日　至平成19年10月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末
株式数(株)

当連結会計年度増
加株式数(株)

当連結会計年度減
少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式     

普通株式 8,800,000 － － 8,800,000

合計 8,800,000 － － 8,800,000

自己株式     
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前連結会計年度末
株式数(株)

当連結会計年度増
加株式数(株)

当連結会計年度減
少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

普通株式 440,000 236,900 － 676,900

合計 440,000 236,900 － 676,900

 （注）自己株式の株式数の増加236,900株は、取締役会決議による自己株式の取得によるものであります。

　

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年1月26日

定時株主総会
普通株式 250,800 30 平成18年10月31日平成19年1月29日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年1月30日

定時株主総会
普通株式 243,693  利益剰余金 30 平成19年10月31日平成20年1月31日
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

（平成19年４月30日現在）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

（平成20年４月30日現在）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係

（平成19年10月31日現在）

（千円） （千円） （千円）

現金及び預金勘定 12,099,776 

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 △216,750 

現金及び現金同等物 11,883,026 

現金及び預金勘定 10,100,235

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 △220,950

現金及び現金同等物 9,879,285

現金及び預金勘定 11,242,249

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 △153,400

現金及び現金同等物 11,088,849

（リース取引関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

　該当事項はありません。 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額及び中間期末残高相当額

　単位：千円

　該当事項はありません。

 
　

取得価額

相当額

減価償却累

計額相当額

中間期末残

高相当額

有形固定資産

「その他」
3,000 300 2,700

無形固定資産

「その他」
9,474 4,105 5,368

合計 12,474 4,405 8,068

　(注)取得価額相当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産等の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。

 

 ②未経過リース料中間期末残高相当額  
 １年以内 2,494千円

１年超 5,573千円

合計 8,068千円

　(注)未経過リース料中間期末残高相当額は、未

経過リース料中間期末残高が有形固定資

産等の中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定して

おります。

 

 ③支払リース料及び減価償却費相当額  
 支払リース料 300千円

減価償却費

相当額
300千円

 

 ④減価償却費相当額の算定方法  
 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。

　

 

EDINET提出書類

株式会社神戸物産(E02999)

半期報告書

27/49



（有価証券関係）

前中間連結会計期間末（平成19年４月30日）

該当事項はありません。

　

当中間連結会計期間末（平成20年４月30日）

　1.その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
中間連結貸借対照表
計上額（千円）

差額（千円）

株式 101,757 156,020 54,262

合計 101,757 156,020 54,262

　2.時価評価されていない主な有価証券の内容　

　 中間連結貸借対照表計上額（千円）　

　その他有価証券

　非上場株式
2,000

前連結会計年度末（平成19年10月31日）

該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）

前中間連結会計期間末（平成19年４月30日）

取引の時価等に関する事項

区分 種類
 契約額等

（千円）

契約金額等の

うち1年超

（千円）

時価

（千円）

評価損益

（千円）

 市場取引以外の取引

通貨オプション取引     

買建 

 コール

  米ドル

　

 

 

2,932,500

（－） 

 

 

862,500

（－） 

 

 

 

86,251

 

 

 

9,507

 売建 

 プット

 米ドル

　

 

 

2,853,450

（－） 

 

 

839,250

（－） 

 

 

 

△35,188

 

 

 

68,377

合計 － － － 77,885

 （注）時価等の算定方法

 （1）通貨オプション取引の時価は取引銀行から提示された価格によっています。

（2）通貨オプション取引は、買建・売建オプション料を相殺するゼロコストオプション取引であり、オプション料

は発生しておりません。

当中間連結会計期間末（平成20年４月30日）

取引の時価等に関する事項

区分 種類
 契約額等

（千円）

契約金額等の

うち1年超

（千円）

時価

（千円）

評価損益

（千円）

 市場取引以外の取引

通貨オプション取引     

買建 

 コール

  米ドル

　

 

2,641,900

 

（－） 

 

401,800

 

（－） 

 

 

 

5,969

 

 

 

△50,705

 売建 

 プット

 米ドル

　

 

2,568,300

 

（－）

 

390,450

 

（－）

 

 

 

△207,676

 

 

 

△99,172

合計 － － － △149,877

 （注）時価等の算定方法

 （1）通貨オプション取引の時価は取引銀行から提示された価格によっています。

（2）通貨オプション取引は、買建・売建オプション料を相殺するゼロコストオプション取引であり、オプション料

は発生しておりません。
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前連結会計年度末（平成19年10月31日）

取引の時価等に関する事項

区分 種類
 契約額等

（千円）

契約金額等の

うち1年超

（千円）

時価

（千円）

評価損益

（千円）

 市場取引以外の取引

通貨オプション取引     

買建 

 コール

  米ドル

　

 

4,365,700

 

（―） 

 

1,090,600

 

（―） 

 

 

 

56,674

 

 

 

△20,068

 売建 

 プット

 米ドル

　

 

4,244,650

 

（―） 

 

1,059,750

 

（―） 

 

 

 

△108,503

 

 

 

△4,936

合計 ― ― ― △25,005

 （注）時価等の算定方法

 （1）通貨オプション取引の時価は取引銀行から提示された価格によっています。

（2）通貨オプション取引は、買建・売建オプション料を相殺するゼロコストオプション取引であり、オプション料

は発生しておりません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  前中間連結会計期間(自平成18年11月１日　至平成19年４月30日)及び前連結会計年度(自平成18年11月１日　至

平成19年10月31日)

　当社グループは事業の種類として「業務スーパー事業」及び「神戸クック事業」を営んでおりますが、全セ

グメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「業務スーパー事業」の割合がいずれも90％を超えてい

るため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

当中間連結会計期間(自平成19年11月１日　至平成20年４月30日)　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

　 業務スーパー事業
リラクゼーション

・ステイ事業
神戸クック事業 計 消去又は全社 連結

　売上高       

（1）外部顧客に対する売上高 46,973,532 289,906 483,803 47,747,242 － 47,747,242

（2）セグメント間の内部

　　 売上高又は振替高
79,990 － － 79,990 △79,990 －

　計 47,053,522 289,906 483,803 47,827,233 △79,990 47,747,242

　営業費用 46,041,591 704,218 443,156 47,188,965 237,346 47,426,312

　営業利益 1,011,931 △414,311 40,647 638,267 △317,337 320,929

（注）１．事業区分の方法

　　　　　事業区分は、内部管理上採用区分によっています。

２．各事業区分の主な内容

事業区分 主要事業

　業務スーパー事業
業務用食品の製造

卸売り（フランチャイズ方式）及び小売業　

　リラクゼーション・ステイ事業 ヴィラ・スピカおよび併設するカフェ＆ビュッフェ店の運営

　神戸クック事業

中食・外食市場の開拓を企画

惣菜小売

カフェ＆ビュッフェ店の展開

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は、317,662千円であり、その主なものは本社管

理部門に係る人件費、減価償却費、事務関連費等であります。

　

【所在地別セグメント情報】

  前中間連結会計期間(自平成18年11月１日　至平成19年４月30日)、当中間連結会計期間(自平成19年11月１日　

至平成20年４月30日)及び前連結会計年度(自平成18年11月１日　至平成19年10月31日)

　本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計額に占める割合がいずれも90％を超えているため、所在

地別セグメント情報の記載を省略しております。

【海外売上高】

  前中間連結会計期間(自平成18年11月１日　至平成19年４月30日)、当中間連結会計期間(自平成19年11月１日　

至平成20年４月30日)及び前連結会計年度(自平成18年11月１日　至平成19年10月31日)

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

前中間連結会計期間
（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

１株当たり純資産額 1,504.78円

１株当たり中間純利益金額 66.69円

１株当たり純資産額 1,540.64円

１株当たり中間純利益金額  11.44円

１株当たり純資産額  1,562.39円

１株当たり当期純利益金額 117.16 円

　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益

金額については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

同左 　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

　（注）　１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前中間連結会計期間

（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

中間(当期)純利益（千円） 555,895 92,804 970,646

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

普通株式に係る中間(当期)純利益

(千円)
555,895 92,804 970,646

期中平均株式数（株） 8,335,181 8,111,015 8,284,829

（重要な後発事象）

前中間連結会計期間
（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

該当事項はありません。 同左 同左　

（２）【その他】

　該当事項はありません。　
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２【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

　 　
前中間会計期間末
（平成19年４月30日）

当中間会計期間末
（平成20年４月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　          

Ⅰ　流動資産 　          

１．現金及び預金 　 11,538,080   9,138,138   10,519,015   

２．売掛金 　 4,508,497   4,467,953   4,005,984   

３．たな卸資産 　 2,730,905   2,603,763   2,842,952   

４．その他 　 283,628   496,766   281,899   

貸倒引当金 　 △16,383   △14,642   △9,583   

流動資産合計 　  19,044,728 83.2  16,691,977 71.4  17,640,267 75.2

Ⅱ　固定資産 　          

１．有形固定資産 ※１          

 （1）建物 　 ―   2,400,760   1,912,017   

（2）土地 　 1,379,187   1,858,898   1,379,187   

（3）その他 　 1,310,830   583,138   1,177,741   

有形固定資産合計 　 2,690,018   4,842,797   4,468,946   

２．無形固定資産 　 95,972   226,353   156,255   

３．投資その他の資産 　 1,062,020   1,746,023   1,195,271   

貸倒引当金 　 △2,453   △132,925   △6,885   

投資その他の資産
合計

　 1,059,567   1,613,097   1,188,385   

固定資産合計 　  3,845,557 16.8  6,682,249 28.6  5,813,587 24.8

資産合計 　  22,890,286 100.0  23,374,226 100.0  23,453,855 100.0

　 　          

（負債の部） 　          

Ⅰ　流動負債 　          

１．買掛金 　 7,673,670   8,045,503   7,451,565   

２．賞与引当金 　 8,421   12,342   27,987   

３．その他 　 603,514   660,309   1,037,080   

流動負債合計 　  8,285,606 36.2  8,718,155 37.3  8,516,633 36.3

Ⅱ　固定負債 　          

１．退職給付引当金 　 37,100   39,000   36,600   

２．預り保証金 　 2,956,350   3,060,300   3,130,000   

３．その他 　 33,765   104,023   58,778   

固定負債合計 　  3,027,215 13.2  3,203,323 13.7  3,225,378 13.8

負債合計 　  11,312,821 49.4  11,921,478 51.0  11,742,012 50.1
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前中間会計期間末
（平成19年４月30日）

当中間会計期間末
（平成20年４月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部） 　          

Ⅰ　株主資本 　          

１．資本金 　  64,000 0.3  64,000 0.3  64,000 0.3

２．資本剰余金 　          

(1）その他資本剰余金 　 8,196,144   8,196,144   8,196,144   

資本剰余金合計 　  8,196,144 35.8  8,196,144 35.1  8,196,144 34.9

３．利益剰余金 　          

(1）利益準備金 　 16,000   16,000   16,000   

(2）その他利益剰余金 　          

特別償却準備金 　 37,890   33,626   33,626   

別途積立金 　 7,500   7,500   7,500   

繰越利益剰余金 　 3,656,467   3,748,063   3,993,520   

利益剰余金合計 　  3,717,858 16.2  3,805,190 16.3  4,050,647 17.3

４．自己株式 　  △400,538 △1.7  △644,134 △2.8  △598,948 △2.6

株主資本合計 　  11,577,464 50.6  11,421,199 48.9  11,711,843 49.9

Ⅱ　評価・換算差額等　 　          

１．その他有価証券評
価差額金

　  ― ―  31,548 0.1  ― ―

評価・換算差額等合
計

　  ― ―  31,548 0.1  ― ―

純資産合計 　  11,577,464 50.6  11,452,748 49.0  11,711,843 49.9

負債純資産合計 　  22,890,286 100.0  23,374,226 100.0  23,453,855 100.0
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②【中間損益計算書】

　 　
前中間会計期間

（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  48,063,177 100.0  47,536,202 100.0  94,951,064 100.0

Ⅱ　売上原価 　  46,293,858 96.3  45,098,297 94.9  91,371,795 96.2

売上総利益 　  1,769,319 3.7  2,437,904 5.1  3,579,268 3.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　  1,101,699 2.3  2,220,833 4.7  2,235,362 2.4

営業利益 　  667,619 1.4  217,070 0.5  1,343,905 1.4

Ⅳ　営業外収益 ※１  164,638 0.3  57,130 0.1  124,789 0.1

Ⅴ　営業外費用 ※２  19,627 0.0  263,143 0.6  63,306 0.1

経常利益 　  812,630 1.7  11,057 0.0  1,405,389 1.4

Ⅵ　特別利益
※３
　

 － －  1,751 0.0  770 0.0

Ⅶ　特別損失
※４
　

 3,845 0.0  5,175 0.0  14,921 0.0

税引前中間(当期)純利
益

　  808,785 1.7  7,632 0.0  1,391,238 1.4

法人税、住民税及び事
業税

※５ 344,969   16,217   605,602   

法人税等調整額 ※５ △3,941 341,028 0.7 △6,820 9,396 0.0 △14,909 590,693 0.6

中間(当期)純利益又は
中間純損失（△）

　  467,756 1.0  △1,764 △0.0  800,545 0.8
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　平成18年11月１日　至　平成19年４月30日）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計特別償却

準備金
別途積立金

繰越利益
剰余金

平成18年10月31日 残高(千円) 64,000 8,196,144 8,196,144 10,000 37,890 7,500 3,445,511 3,500,901

中間会計期間中の変動額         

　剰余金の配当 － － － － － － △250,800 △250,800

　利益準備金の積立 － － － 6,000 － － △6,000 －

　中間純利益 － － － － － － 467,756 467,756

　自己株式の取得 － － － － － － － －

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額）

－ － － － － － － －

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

－ － － 6,000 － － 210,956 216,956

平成19年４月30日 残高(千円) 64,000 8,196,144 8,196,144 16,000 37,890 7,500 3,656,467 3,717,858

　

株主資本

純資産合計

自己株式
株主資本
合計

平成18年10月31日 残高(千円) △35,200 11,725,845 11,725,845

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当 － △250,800 △250,800

利益準備金の積立 － － －

中間純利益 － 467,756 467,756

自己株式の取得 △365,338 △365,338 △365,338

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額(純額)

－ － －

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

△365,338 △148,381 △148,381

平成19年４月30日 残高(千円) △400,538 11,577,464 11,577,464

当中間会計期間（自　平成19年11月１日　至　平成20年４月30日）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計特別償却準

備金
別途
積立金

繰越利益剰
余金

平成19年10月31日 残高(千円) 64,000 8,196,144 8,196,144 16,000 33,626 7,500 3,993,520 4,050,647

中間会計期間中の変動額         

剰余金の配当 － － － － － － △243,693 △243,693

中間純損失 － － － － － － △1,764 △1,764

自己株式の取得 － － － － － － － －

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額(純額) － － － － － － － －

中間会計期間中の変動額合計
（千円） － － － － － － △245,457 △245,457
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計特別償却準

備金
別途
積立金

繰越利益剰
余金

平成20年４月30日 残高(千円) 64,000 8,196,144 8,196,144 16,000 33,626 7,500 3,748,063 3,805,190

　
株主資本 　評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

平成19年10月31日 残高(千円) △598,948 11,711,843 － 11,711,843

中間会計期間中の変動額     

剰余金の配当 － △243,693 － △243,693

中間純損失 － △1,764 － △1,764

自己株式の取得 △45,186 △45,186 － △45,186

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額(純額) － － 31,548 31,548

中間会計期間中の変動額合計
(千円) △45,186 △290,643 31,548 △259,095

平成20年４月30日 残高(千円) △644,134 11,421,199 31,548 11,452,748

前事業年度の株主資本等変動計算書（自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計特別償却

準備金
別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年10月31日 残高(千円) 64,000 8,196,144 8,196,144 10,000 37,890 7,500 3,445,511 3,500,901

事業年度中の変動額         

特別償却準備金の繰入(千円) ― ― ― ― 5,277 ― △5,277 ―

特別償却準備金の取崩(千円) ― ― ― ― △9,541 ― 9,541 ―

剰余金の配当（千円） ― ― ― ― ― ― △250,800 △250,800

利益準備金の積立（千円） ― ― ― 6,000 ― ― △6,000 ―

当期純利益（千円） ― ― ― ― ― ― 800,545 800,545

自己株式の取得（千円） ― ― ― ― ― ― ― ―

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）(千円)

― ― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ― 6,000 △4,263 ― 548,009 549,745

平成19年10月31日 残高(千円) 64,000 8,196,144 8,196,144 16,000 33,626 7,500 3,993,520 4,050,647

　
株主資本

純資産合計
自己株式 株主資本合計

平成18年10月31日 残高(千円) △35,200 11,725,845 11,725,845

事業年度中の変動額    

特別償却準備金の繰入(千円) ― ― ―

特別償却準備金の取崩(千円) ― ― ―

剰余金の配当（千円） － △250,800 △250,800
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株主資本

純資産合計
自己株式 株主資本合計

利益準備金の積立（千円） － － －

当期純利益（千円） － 800,545 800,545

自己株式の取得（千円） △563,748 △563,748 △563,748

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額(純額)（千円） － － －

事業年度中の変動額合計（千円） △563,748 △14,002 △14,002

平成19年10月31日 残高(千円) △598,948 11,711,843 11,711,843
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前事業年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

１．資産の評価基準及び評

価方法

(1）有価証券

子会社株式

　移動平均法による原価法を採用

しております。

――――――

(1）有価証券

子会社株式

同左

　

その他有価証券

　時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法を採用しております。な

お、評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定しております。

　時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用

しております。

(1）有価証券

子会社株式

　移動平均法による原価法を採用

しております。

　――――――

　 (2）デリバティブ

 時価法によっております。

(2）デリバティブ

　　　　　 同左

(2）デリバティブ

同左

　 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産

　 イ　商品

 個別法による原価法によっ

ております。

イ　商品

同左

イ　商品

同左

　 ロ　直営店舗の商品

 売価還元法による原価法に

よっております。

ロ　直営店舗の商品

同左

ロ　直営店舗の商品

同左

　 ハ　貯蔵品

 最終仕入原価法によってお

ります。

ハ　貯蔵品

同左

ハ　貯蔵品

同左

２．固定資産の減価償却の

方法

(1）有形固定資産

　定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法によって

おります。なお、主な耐用年数は

次のとおりであります。

建物 10年～39年
器具備品 ４年～20年

(1）有形固定資産

　定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法によって

おります。なお、主な耐用年数は

次のとおりであります。

建物 10年～39年
器具備品 ３年～20年

(1）有形固定資産

　定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法によって

おります。なお、主な耐用年数は

次のとおりであります。

建物 10年～39年
器具備品 ３年～20年

　  (会計方針の変更）

  当中間会計期間から、法人税法

改正に伴い平成19年４月１日以

降に取得したものについては、改

正後の法人税法に規定する償却

方法により減価償却費を計上し

ております。

　これによる損益に与える影響は

軽微であります。

 ―――――  (会計方針の変更）

  当事業年度から、法人税法改正

に伴い平成19年４月１日以降に

取得した有形固定資産について

は、改正後の法人税法に規定する

償却方法により減価償却費を計

上しております。

　これによる損益に与える影響は

軽微であります。

　  ――――― （追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成19

年３月31日以前に取得した有形

固定資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の適用

により、取得価額の5％に到達し

た事業年度の翌事業年度から取

得価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり均等

償却し、減価償却費に含めて計上

しております。これによる損益に

与える影響は軽微であります。

 ―――――
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前事業年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

　 (2）無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、ソフトウェア（自社利

用）については、社内における見

込利用可能期間（５年）による

定額法によっております。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

 　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、回収不能見込額を

計上しております。

(1）貸倒引当金

 　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を勘案し回収不能見込額を計

上しております。

(1）貸倒引当金

同左

　 (2）賞与引当金

 　従業員に対する賞与の支給に備

えるため、支給見込額のうち当中

間期の負担額を計上しておりま

す。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備

えるため、支給見込額のうち当期

の負担額を計上しております。

　 (3）退職給付引当金

　従業員に対する退職給付に備え

るため、当中間会計期間末におけ

る退職給付債務を計上しており

ます。

　なお、退職給付引当金の対象従

業員が300名未満であるため、簡

便法によっており、退職給付債務

の金額は当中間会計期間末自己

都合要支給額としております。

(3）退職給付引当金

同左

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務を計上しております。

　なお、退職給付引当金の対象従

業員が300名未満であるため、簡

便法によっており、退職給付債務

の金額は当事業年度末自己都合

要支給額としております。

４．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

同左 同左

５．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

　なお、仮払消費税等と仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の「その

他」に含めて表示しております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

表示方法の変更

前中間会計期間
（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

――――――― 　「建物」は前中間会計期間まで、有形固定資産の「その他」に含めて

表示しておりましたが、当中間会計期間末において、資産の総額の100

分の5を超えたため、区分掲記しました。なお、前中間会計期間末の「建

物」の金額は510,551千円であります。 
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成19年４月30日）

当中間会計期間末
（平成20年４月30日）

前事業年度末
（平成19年10月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 　※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額

 624,143千円  887,272千円 　 686,751千円

　２  　　　　――――――― 　２　保証債務

　　下記の関係会社の信用状開設に対し保証

を行っております。

㈲神戸物産フーズ 78,000千円

２　保証債務

同左

　３　当社は、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行４行と当座貸越契約及び貸出

コミットメント契約を締結しております。

これら契約に基づく当中間会計期間末の

借入未実行残高は次のとおりであります。

３　当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行９行と当座貸越契約及び貸

出コミットメント契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当中間会計期間

末の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。

３　当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行７行と当座貸越契約及び貸

出コミットメント契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当事業年度末の

借入未実行残高は次のとおりでありま

す。

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額
5,500,000千円

借入実行残高 －

差引額 5,500,000千円

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額
18,000,000千円

借入実行残高 －

差引額 18,000,000千円

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額
13,500,000千円

借入実行残高 －　

差引額 13,500,000千円

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前事業年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

※１　営業外収益の主要項目 ※１　営業外収益の主要項目 ※１　営業外収益の主要項目

受取利息 8,542千円

賃貸収入 22,969千円

為替差益 45,442千円

デリバティブ評価益 77,885千円

受取利息 　12,932千円

賃貸収入 　24,756千円

補助金収入 12,000千円

受取利息 　21,055千円

賃貸収入 　48,211千円

為替差益 　38,440千円

※２　営業外費用の主要項目 ※２　営業外費用の主要項目 ※２　営業外費用の主要項目

賃貸収入原価 14,827千円

自己株式取得費用 3,388千円

賃貸収入原価 　16,919千円

デリバティブ評価損 149,877千円

為替差損 　95,017千円

賃貸収入原価 　31,750千円

デリバティブ評価損 　25,005千円

※３　 　　　 ―――――― ※３　特別利益の主要項目

貸倒引当金戻入益 　1,751千円

※３　 　　　 ――――――

※４　 　　　 ―――――― ※４　特別損失の主要項目

「その他」有形固定資

産除却損
　5,175千円

※４　 　　　 ――――――

※５　当中間会計期間に係る納付税額及び法人

税等調整額は、当期に予定している特別償

却準備金の取崩を前提として、当中間会計

期間に係る金額を計算しています。

※５　　　　　　　同左 ※５　 　　　 ――――――

　６　減価償却実施額 　６　減価償却実施額 　６　減価償却実施額

有形固定資産 69,906千円

無形固定資産 12,270千円

有形固定資産 201,123千円

無形固定資産 19,155千円

有形固定資産 161,264千円

無形固定資産 26,209千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成18年11月１日　至　平成19年４月30日）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式数

(株)
当中間会計期間
増加株式数(株)

当中間会計期間
減少株式数(株)

当中間会計期間末
株式数(株)

自己株式     

普通株式 440,000 146,000 － 586,000

合計 440,000 146,000 － 586,000

(注)普通株式の自己株式の増加146,000株は、会社法第165条第２項に基づく市場買付によるものであります。

　

当中間会計期間（自　平成19年11月１日　至　平成20年４月30日）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式数

(株)
当中間会計期間
増加株式数(株)

当中間会計期間
減少株式数(株)

当中間会計期間末
株式数(株)

自己株式     

普通株式 676,900 35,000 － 711,900

合計 676,900 35,000 － 711,900

(注)普通株式の自己株式の増加35,000株は、会社法第165条第２項に基づく市場買付によるものであります。

　

前事業年度（自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式数

(株)
当事業年度増加株式数

(株)
当事業年度減少株式数

(株)
当事業年度末
株式数(株)

自己株式     

普通株式 440,000 236,900 － 676,900

合計 440,000 236,900 － 676,900

 (注)普通株式の自己株式の増加236,900株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加であります。
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（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前事業年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

該当事項はありません。 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額及び中間期末残高相当額

　単位：千円

該当事項はありません。

 
　

取得価額

相当額

減価償却累

計額相当額

中間期末残

高相当額

 有形固定資産

「その他」
3,000 300 2,700

合計 3,000 300 2,700

　(注)取得価額相当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。

 

 ②未経過リース料中間期末残高相当額  
 1年以内 600千円

1年超 2,100千円

　合計 2,700千円

　(注)未経過リース料中間期末残高相当額は、未

経過リース料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定してお

ります。

 

 ③支払リース料及び減価償却費相当額  
 支払リース料 300千円

減価償却費相当額 300千円

 

 ④減価償却費相当額の算定方法  
 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。

　

 

（有価証券関係）

　前中間会計期間(自平成18年11月１日　至平成19年４月30日)、当中間会計期間(自平成19年11月１日　至平成20年４月

30日)及び前事業年度(自平成18年11月１日　至平成19年10月31日)において子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。

（１株当たり情報）

　中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前事業年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

該当事項はありません。 同左 同左

（２）【その他】

  該当事項はありません。　
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第６【提出会社の参考情報】

　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第22期）（自平成18年11月１日　至平成19年10月31日）平成20年１月31日近畿財務局長に提出

　（2）自己株券買付状況報告書

報告期間（自平成19年10月１日　至平成19年10月31日）平成19年11月９日近畿財務局長に提出

報告期間（自平成19年11月１日　至平成19年11月30日）平成19年12月７日近畿財務局長に提出

報告期間（自平成20年３月１日　至平成20年３月31日）平成20年４月４日近畿財務局長に提出

報告期間（自平成20年４月１日　至平成20年４月30日）平成20年５月２日近畿財務局長に提出

報告期間（自平成20年５月１日　至平成20年５月31日）平成20年６月９日近畿財務局長に提出

報告期間（自平成20年６月１日　至平成20年６月30日）平成20年７月４日近畿財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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　 独立監査人の中間監査報告書 　

 平成19年７月24日

株式会社　神戸物産  

取締役会　御中    

 監査法人　トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 芝　　池　　　 　 勉 　 印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 和　　田　　朝　　喜　　印

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社神戸物産の平成18年11月１日から平成19年10月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年11月１日か

ら平成19年４月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主

資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結

財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社神戸物産及び連結子会社の平成19年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成18年11月１日から平成19年４月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上 

　(注)　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

　　　　別途保管しております。
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　 独立監査人の中間監査報告書 　

 平成20年７月29日

株式会社　神戸物産  

取締役会　御中    

 監査法人　トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 和　　田　　朝　　喜　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 藤　　井　　睦　　裕　　印

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社神戸物産の平成19年11月１日から平成20年10月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年

11月１日から平成20年４月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結

財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社神戸物産及び連結子会社の平成20年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成19年11月１日から平成20年４月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上 

　(注)　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

　　　　別途保管しております。
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　 独立監査人の中間監査報告書 　

 平成19年７月24日

株式会社　神戸物産  

取締役会　御中    

 監査法人　トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 芝  　池　 　 　  勉　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 和  　田　　朝  　喜　　印

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社神戸物産の平成18年11月１日から平成19年10月31日までの第22期事業年度の中間会計期間（平成18年11月１日から

平成19年４月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務

諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社神戸物産の平成19年４月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年11月１日か

ら平成19年４月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上 

　(注)　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。
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　 独立監査人の中間監査報告書 　

 平成20年７月29日

株式会社　神戸物産  

取締役会　御中    

 監査法人　トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 和  　田　　朝  　喜　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 藤　　井　　睦　　裕　　印

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社神戸物産の平成19年11月１日から平成20年10月31日までの第23期事業年度の中間会計期間（平成19年11

月１日から平成20年４月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等

変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務

諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社神戸物産の平成20年４月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年11月１日か

ら平成20年４月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上 

　(注)　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。
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